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１ 趣旨 
  現在、高度経済成長期等に急速に整備された水道施設の老朽化が進行し、大規模な更新を迎えつつ

あることから、水道事業者には、水道施設の評価及び中長期的な財政収支に基づく計画的な施設の整

備・更新が求められています。 
  そこで、現有資産の状況を把握し、将来の需要に応じた水道施設の再構築や適正な施設規模の検討

を行うとともに、水道施設の耐震性評価、老朽度評価及び重要度評価から更新優先順位を把握し更新

需要について検討を行いました。 
  また、超少子高齢型人口減少社会における人口推計から、将来の水需要を予測し、中長期の計画的

な財政収支の見通しを検証し、安定した水道事業経営ができるよう「水道事業におけるアセットマネ

ジメント（資産管理）に関する手引き」に基づき、松本市水道事業アセットマネジメントを策定しま

した。 
   

２ 調査検討内容 
年度 業  務  名 詳  細  内  容 

28 ミクロマネジメント 

①固定資産台帳等による水道施設の資産状況の把握 

②現地調査等による老朽度評価 

③施設台帳の整備 

29 マクロマネジメント 

①管網評価 

②管体腐食度調査及び土壌・地下水の分析 

③将来の水需要予測 

④水道施設再構築の検討 

⑤松本市標準耐用年数の設定 

⑥更新需要の検討及び財政収支の検討 

 
図１ 平成２９年度松本市アセットマネジメント概略図 

⑥更新需要検討

及び

財政収支検討

①管網評価

②管体腐食度調査

及び

土壌・地下水分析

③将来の

水需要予測

④松本市標準耐用
年数の設定

⑤水道施設再構築
の検討
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３ 耐震性評価 
  本市で想定する地震動（第３次長野県地震被害想定調査）の糸魚川－静岡構造線断層帯地震（計測

地震動）から耐震性評価を実施しました。 
  図２の分布図により、北東側に行くほど計測地震動は大きくなり、四賀地区では最大震度階７を示

す状況となっています。また、松本地区の中心部においても震度階６を示していることから、大きな

被害が出ることが予想されます。 

 
図２ 糸魚川－静岡構造線断層帯地震（計測地震動）分布図 

 
４ 管路の評価及び更新優先順位の検討 
 ⑴ 管網評価 
   上水道施設情報管理システムのマッピングデータを活用し、管種、布設年度、重要給水施設管路

を検証し、更新優先順位の検討を行いました。 

 
 

震度階

6.495～ （震度７）

5.995～ 6.495（震度６強）

5.495～ 5.995（震度６弱）

4.995～ 5.495（震度５強）

4.495～ 4.995（震度５弱）

～ 4.495（震度４）
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 ⑵ 管体腐食度調査 
   第３次長野県地震被害想定調査により作成された土壌マップを参考に、腐食性の高い土壌と判断

された場所のダクタイル鋳鉄管を中心に、市内２０カ所の管体腐食度調査を行いました。 

 
図３ 管体腐食度調査箇所（松本地区１７カ所、四賀地区２カ所、波田地区１カ所） 

  管体腐食度調査の結果から、図４に示すとおり１６カ所の調査で老朽度ランクⅡの腐食予測曲線内

に収まっており、土が管路に与える腐食状況は「標準的な腐食状況である」と判断することができま

した。 

 
図４ 管体腐食度調査２０カ所における埋設期間と腐食深さの関係図 

 
老朽度ランク 定義 対策例 

Ⅰ 貫通腐食した状態 更新対象 

Ⅱ 腐食が進行し、内外圧に耐えられない状態 更新対象 

Ⅲ 腐食が進行し、内外圧に対する安全率が不足する状態 更新計画の立案等 

Ⅳ 腐食深さが管の腐食しろ2.0mmを超える状態 10年以内に再診断 

Ⅴ 腐食深さが管の腐食しろ2.0mm以下の状態 20年以内に再診断 

表 1 ㈳日本水道協会発行「水道施設更新指針の評価基準」参考 

腐
食
深
さ
（
m
m
） 

１６カ所については老朽

度ランクⅡの腐食予測曲

線内に収まっている。 

埋設期間（年） 
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５ 水道施設の構造物及び機械設備の評価並びに更新優先順位の検討 
  固定資産台帳を基に、取得年度、帳簿原価（取得価格）等を整理し、水源地、浄水場、配水地等   

（１８９カ所）の水道施設の耐震性評価、老朽度評価、重要度評価、現地調査による所見評価を考慮

し更新優先順位の検討を行いました。 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象施設（189カ所） 

耐震性評価 老朽度評価 重要度評価 

現地調査による所見評価を反映 

更新対象外施設 

更新優先順位の決定 

※耐震補強済み施設 

 予備水源地 
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６ 将来の水需要予測 
  超少子高齢型人口減少社会における松本市の人口推計を基に、将来の水需要を検討した結果、人口

の減少と同様に有収水量も右肩下がりとなります。 
 

 
 

図 5 50年間における給水人口及び年間有収水量、日有収水量の推移 
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７ 松本市独自の標準耐用年数の設定について 
  法定耐用年数に基づいて更新すると、５０年間の更新費用は、総額約２,２２８億円となり、単年

度に平均すると約４５億円となります。 

  しかし、この事業費は現実的な数字ではなく、実使用期間は法定耐用年数よりも長い期間使用して

いることから、法定耐用年数に頼らない松本市独自の標準耐用年数を設定し、より現実的な更新需要

について検討しました。 

 

 

 ⑴ 水道施設（構造物・機械設備）の松本市標準耐用年数設定状況 

  全国的にも明確な基準がないため、構造物は、厚生労働省実使用に基づく更新基準の全国平均（平

均７３年）と、本市の実使用期間（源池水源地６９年使用）及び水道施設の老朽度評価から、法定

耐用年数よりも使用可能と判断し、法定耐用年数の１.２倍（１５年～１００年）とし、設備は本

市の更新実績（６年～３０年）を採用しました。 

 ⑵ 管路の松本市標準耐用年数設定状況 

  管体腐食度調査の結果から腐食土壌以外の調査において「標準的な腐食状況である」と判断し、

他都市の状況を参考に、法定耐用年数（４０年）の１．０倍から２．５倍（４０年～１００年）と

しました。 

 

  

松本市の実状に即し

た標準耐用年数を設

定の必要がある 

管路 構造物・機械設備 

法定耐用年数による更新 法定耐用年数による更新 

松本市標準耐用年数 

による更新 

松本市標準耐用年数 

による更新 

管路評価を考慮した更新

優先度にて平準化 

重要度・優先度を考慮し

た更新にて平準化 

水道施設 

時間計画保全 

状態監視保全 

50年間の総更新需要費 

 ⇒2,228億円 

  （単年度：45億円） 

非現実的 
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 ⑶ 松本市標準耐用年数に基づいて更新した場合 

  構造物・機械設備、及び管路を松本市標準耐用年数に基づいて更新した場合について、法定耐用

年数で更新した場合との比較を行いました。 

  法定耐用年数に基づく現時点の健全な資産は、施設・設備で約７割、管路で約９割となっていま

すが、５０年後の平成８０年度（２０６８年度）における老朽化資産は、施設・設備で約７割、管

路で約９割となる見通しとなりました。 

  一方、新たに設定した松本市標準耐用年数で更新した場合における、５０年後の平成８０年度 

（２０６８年度）の老朽化資産は、施設・設備では約７割が約１割に、管路では約９割が約７割に

圧縮することが可能となりました。 

 

〇法定耐用年数に基づく現時点の健全度推移 

 

 

 
〇松本市標準耐用年数で更新した場合の試算健全度推移 

 
※健全化資産：法定耐用年数以内（40年以内） 経年化資産：1.0倍～1.5倍 老朽化資産：1.5倍以上 

図６ 法定耐用年数による更新、及び松本市標準耐用年数による更新の健全度比較 
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８ 財政収支の見通し 
松本市標準耐用年数に基づき、財政収支の見通し及び更新需要の視点から、１０ケースの財政シ 

ミュレーションを行い、安定した水道事業経営のための検討を行いました。 

表２に示す料金、企業債借入償還額及び更新需要の条件が異なるケース１からケース５までの検討

結果は以下のとおりです。 

 

表 2 財政シミュレーション条件表 

更
新
需
要 

料金据置 
料金改定 

5年毎 10年毎 

企業債借入 

償還額の1/2 

企業債借入 

償還額の2/3 

企業債借入 

償還額の1/2 

企業債借入 

償還額の2/3 

企業債借入 

償還額の1/2 

標準耐用年数 ｹｰｽ 1     

事業量平準化 ｹｰｽ 2  ｹｰｽ 3  ｹｰｽ 4 

財政面平準化     ｹｰｽ 5 

 
 ⑴ ケース１の財政シミュレーションについて 

   松本市標準耐用年数で更新を実施した場合では、平成３０年度（２０１８年度）に資金不足が発

生し、その後の水道事業経営が困難であることが分かりました。これは、松本市標準耐用年数を超

過した水道施設の更新需要が、平成３０年度（２０１８年度）に大きく積み上がっていることに起

因しています。 
   資金不足を回避するためには、更新需要の平準化を行い、更新優先順位を基に重要度の高い水道

施設を優先的に更新し、財政に与える影響を分散させる必要があることが見えてきました。 
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（千円）
資金残高

【財政シミュレーション条件】 
更新需要：松本市標準耐用年数で更新した場合の更新需要平準化検討無し 
料金改定：料金改定無し 

H32（2020）年度損失発生 H30（2018）年度資金不足 
発生以降事業運営困難 
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 ⑵ ケース 2の財政シミュレーションについて 

   ケース 1では、更新需要平準化の必要性を把握することができました。 
   そこで、ケース 2では、更新需要を実作業面で平準化した場合について財政シミュレーションを

行いました。 
   以下に示す財政シミュレーション結果から分かるように、単年度の財政収支では平成３４年度

（２０２２年度）に損失が発生し、その後は一時的に回復するものの、平成３８年度（２０２７年

度）以降では常に損失を計上する状況であることが分かりました。 
   また、資金残高については、平成３９年度（２０２８年度）より資金不足が発生し、その後の水

道事業経営が困難であることが分かりました。 
   以上の結果から、現在の水道料金収入では、更新需要を実作業面で平準化しても、水道事業経営

が難しい状況にあることから、安定した水道事業経営を行うためには、料金改定を行い、資金残高

を確保する必要があることが分かりました。 

 
 ⑶ ケース 3の財政シミュレーションについて 

   
   ケース３では、ケース２の財政シミュレーションに対して５年ごとに料金改定を実施した場合の

検討を行いました。その結果、平成３４年度（２０２２年度）より５年ごとに３パーセントの料金

値上げを実施することで、単年度における純損失及び資金残高不足になることはなくなった一方で、

現状の資金残高約３５億円に対して、資金残高が最小５億円程度まで減少するため、現状と同等の

資金残高を確保する必要があることが分かりました。 
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【財政シミュレーション条件】 
更新需要：松本市標準耐用年数で更新した場合の更新需要を実作業面で平準化後 
料金改定：料金改定有り（５年毎必要な改定率設定） 

【財政シミュレーション条件】 
更新需要：松本市標準耐用年数で更新した場合の更新需要を実作業面で平準化後 
料金改定：料金改定無し 

H39（2028）年度資金不足 
発生以降事業運営困難 

課題：資金不足にはならない
が資金残高減少 

H34（2022）年度損失発生 
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 ⑷ ケース４の財政シミュレーションについて 

   ケース４では、ケース２の財政シミュレーションに対して１０年ごとに料金改定を実施した場合

の検討を行いました。その結果、平成３４年度（２０２２年度）より１０年ごとに２パーセント～

７パーセントの料金値上げを実施することで、単年度における純損失及び資金残高不足になること

はなくなりました。 
   しかし、ケース３と同様に、現状と比較して資金残高が大きく減少する状況にあることから、安

定した水道事業経営を行うためには、現状と同等の資金残高を確保する必要があることが分かりま

した。 

 
 

 ⑸ ケース５の財政シミュレーションについて 

   

   ケース５では、これまで行った財政シミュレーションを行った結果から、資金残高を一定水準維

持し、安定した水道事業経営を行うための検討を行いました。 
   財政面を考慮した更新需要費の平準化を行い、料金改定については、ケース４と同様に、平成  

３４年度（２０２２年度）に料金を５パーセント値上げ、その後１０年ごとに５パーセントの値上

げをすることで、資金残高を一定水準維持し、安定した水道事業経営が可能となる結果となりまし

た。 
   また、更新需要の目安としては、単年度の資本的支出は１３億円から１９億円（税抜き）程度（管

路更新事業量年間８キロメートルから１２キロメートル）の事業費となることが分かりました。 
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資金残高
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資金残高

【財政シミュレーション条件】 
更新需要：松本市標準耐用年数で更新した場合の財政面を考慮した更新需要費平準化 
料金改定：料金改定有り（１０年毎必要な改定率設定） 

【財政シミュレーション条件】 
更新需要：松本市標準耐用年数で更新した場合の更新需要を実作業面で平準化後 
料金改定：料金改定有り（１０年毎必要な改定率設定） 

課題：資金不足にはならない
が資金残高減少 
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 ⑹ 財政シミュレーションの結果について 

   これまでの財政シミュレーションの結果から、資金不足を解消するためには、料金改定を行う必

要があることが分かりました。しかし、実作業面を考慮した更新需要の平準化では、現状と比較し

て資金残高が大きく減少する恐れがあり、水道事業経営の安定性の観点から懸念が残ることも分か

りました。 
以上の見解から、安定した水道事業経営を持続するには、更新需要は、図７に示すとおり財政面

で平準化することとし、平成３４年度（２０２２年度）に料金を５パーセント値上げし、その後  

１０年ごとに５パーセントの値上げをすることで、資金残高を一定水準維持することができる最も

良い方法（ケース５）となりました。 
 

 

図 7 更新需要は財政面で平準化及び料金改定の推移 

 
９ 今後の松本市アセットマネジメント実施に向けた課題 

 ⑴ アセットマネジメントの更新時期 

   ５年ごとに定期的なアセットマネジメントの更新を行い、更新事業等の進捗状況を把握します。 

 ⑵ 水道施設更新の計画的な実施 

   今回の松本市水道事業アセットマネジメントでは、水道施設に関する更新優先順位の設定を行い

ました。水道施設の健全性を維持していくためには、更新優先順位に基づく計画的な水道施設の更

新を進めていく必要があると言えます。 

 ⑶ 継続的な管体腐食度調査及び土壌・地下水分析の実施 

   今回は、管体腐食度調査を２０カ所行いましたが、現在の管路の腐食状況の把握を行うためにも、

管体腐食度調査を継続的に行い、更に精度向上ができるように検討します。 
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 ⑷ 水道施設台帳の整備 

   アセットマネジメントの更新を行う際には、水道施設情報に関する更なる精度向上が必要となり

ます。 

   今後予定されている水道法改正により水道施設台帳の整備が義務付けられるため、水道施設の状

況や日常の維持管理情報の台帳整備を進めます。 

 ⑸ 将来の水需要予測に関する更なる精度向上 

   現在、松本地区では、松塩水道用水を一日当たり６３，０００立方メートル受水し、自己水源と

需要に合わせバランスよく、安定供給を行っています。 

   しかし、将来の水需要予測では人口及び水道使用量の減少が確実視される中、渇水時や緊急時に

対応するため、常時、ある程度、自己水源を維持活用することが必要不可欠となります。 

   したがって、松塩水道用水の受水量についても、健全な水運用を鑑みると見直しが必要となるた

め検討します。 

 ⑹ 安定した水道事業経営に必要な財源確保 

   計画的な水道施設の更新や維持管理を進めるため、平成２８年度策定した松本市水道事業経営戦

略に基づき、適正な料金水準について検討を進めます。 


